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１． はじめに 

1980 年、地区計画制度が創設され、1992 年、市街化

調整区域においても地区計画が適用可能となる（都計法

第 12 条の 5 第一項 2 号（以下、調地区））。地区計画制

度の問題点として、石田頼房は「地区施設を規制的手法

で実現することは困難」(1)であることを挙げている。こ

の問題は調地区にも引き継がれており、調地区において

地区施設の実現を担保するために、特定の開発許可を前

提として調地区を都市計画決定する方法があると考え

られる。この方法に着目した研究は少ない。 

本研究では、2010年 6月現在 31地区の調地区を都市

計画決定している福岡県久山町を対象とし、（1）特定の

開発許可を前提としてどのように調地区が決定された

か、（2）調地区の地区整備計画区域における開発許可に

より地区施設は実現しているか、その実態を明らかにす

る。 

２． 特定の開発許可を前提としてどのように調地区が

決定されたか 

久山町では調地区をその目的により住居系と非住居

系に分けており、住居系をさらに住宅供給型と保全型に

分けている。非住居系の調地区は、地権者もしくは事業

者から開発の案が提案され、開発の見込みがあると認め

られれば都市計画決定される。住居系の調地区は、田園

地区推進委員会と呼ばれる、地元の代表者により構成さ

れる委員会での議論を基に都市計画決定される。 

非住居系調地区である下久原五反田地区は 2007 年 2

月 21日に都市計画決定され（図 1）、その約 4ヶ月後の

同年 6月 14日に開発許可がなされている（図 2）。当地

区は、開発協議依頼書が提出されてから地区計画の都市

計画決定の法手続きが始まっており、当開発許可を前提

として地区計画が都市計画決定されている（図 3）。開

発協議依頼書の提出以前には、地権者からの要望があり、

田園地区推進委員会による地元の合意形成、業者による

説明、町と県による協議を行っている。田園地区推進委

員会による合意形成は、市町村の都市計画に関する基本

的な方針（以下、都市マス）の地域別構想策定時にもな

されたが、当地区は都市マスで宅地化促進区域に位置付

けられているにも関わらず住居以外を目的とした開発

が計画されているため、再度なされている。これらの協

議等を経て、2006 年 6 月 8 日の開発協議依頼書の時点

では地区計画及び開発の区域が示され、町はこれに区画

道路、緑地を加え同年 9 月 13 日に地区計画原案の公告

をしている。 

住居系住宅供給型調地区である下久原北部地区及び

下久原南部地区は、下久原地域田園居住区整備基本計画

策定調査報告書（(財)福岡県建築住宅センター、2001

年 3月）第Ⅱ章 2-5の重点施策で示されている「下久原

集落の住まいづくり、道づくり」を行う区域において決

定されている（図 4、図 5、図 6）。町担当者によると、

住居系住宅供給型調地区の地区計画区域のうち地区整

備計画が定められていない区域は、開発が担保され次第

順次地区整備計画を定めるとしている。下久原南部地区

の C地区において、2006年 10月 3日に開発許可がなさ

れている(図 7)。この開発は下久原南部地区が都市計画

決定される以前に担保されていたため、開発区域に地区

整備計画が定められている。 

図 1 下久原五反田地区地区計画図（2） 

 

図 2 土地利用計画図（3） 

図 3 下久原五反田地区の開発許可及び地区計画の経緯 
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３． 地区整備計画区域における開発許可により地区施

設は実現しているか 

下久原五反田地区においては、幅員が各 9m、6m、4m、

の区画道路、及び幅員 2mの緑地を指定している（図１）。

幅員が 9m、6m の区画道路は既存の道路を拡幅し、幅員

4m の区画道路は新設される箇所がある。現地調査を行

ったところ、幅員 4m 道路のうち新設されていない箇所

が見られた。町担当者へのヒアリングによると、当区画

道路は開発区域とは反対側の農地が将来無接道となる

ことを避けるために定めており、開発の土地利用上必要

の無い道路であるため新設されておらず、道路のセンタ

ーラインから開発区域側に、2m のセットバックが行わ

れている（図 8）。 

住居系住宅供給型の下久原南部地区では、2006 年 10

月 3 日に地区整備計画で指定されている地区施設を含

む開発許可がなされている(図 7)。現地調査を行ったと

ころ、開発許可区域に接する幅員 6.0m 道路が拡幅され

ていないことが分かった。当区画道路は今後町により拡

幅することとされている。 

４． おわりに 

 （1）非住居系である下久原五反田地区では特定の開

発許可を前提として地区計画が都市計画決定されてお

り、地区整備計画区域と同規模の開発許可がなされてい

る。当地区計画の都市計画決定手続き以前に地区施設に

関する町と地元住民及び開発業者との協議はなされて

いない。住居系住宅供給型である下久原南部地区は都市

マスの地域別構想を策定する際に決定された重点施策

において、その区域が示されている。当地区は一部特定

の開発許可を前提として地区計画が都市計画決定され

ている。 

（2）下久原五反田地区において、開発の際に必要と

されなかった区画道路は実現しておらず、予定された区

画道路のセンターラインから 2m のセットバックがなさ

れている。下久原南部地区において、開発区域の境界に

おいて区画道路が開発区域に含まれておらず、拡幅がな

されていない。 

以上の例より、特定の開発許可を前提として都市計画

決定された調地区の地区施設は担保されているとは言

えず、課題は残っている。 

補注 

（1）参考文献 1）の p.268を引用。 

（2）下久原五反田地区地区計画書（久山町、2007年）を基に作成。 

（3）福岡県建築都市部都市計画課開発登録簿（2007年度）を基に作成。 

（4）下久原地域田園居住区整備基本計画策定調査報告書（（財）福岡

県建築住宅センター、2001 年）を基に作成。 

（5）下久原北部地区地区計画書（久山町、2006 年）を基に作成。 

（6）下久原南部地区地区計画書（久山町、2006 年）を基に作成。 

（7）福岡県建築都市部都市計画課開発登録簿（2006年度）を基に作成。 

（8）2008年 12月撮影。 
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図 7 土地利用計画図（7） 

図 8 下久原五反田地区の幅員 4m道路(8) 
図 6 下久原南部地区地区計画図（6） 

 

図 5 下久原北部地区地区計画図（5） 

図 4 下久原地域の重点施策（4） 
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